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森林湖沼環境税の今後のあり方に関する報告書

平成２４年１１月

茨城県自主税財源充実研究会

座 長 林 健 久

Ⅰ はじめに

○ 茨城県は，県北地域を中心に分布する森林や，県南・鹿行地域から県央・県西

地域にかけて生活用水などを供給する霞ヶ浦をはじめとした湖沼・河川など，多

様で豊かな自然環境に恵まれている。

それらの森林や湖沼・河川は，余暇活動の場としての保健休養機能，二酸化炭

素の吸収などの地球温暖化防止機能，降水の貯留などの水源かん養機能，飲料水

や産業活動のための水源など様々な公益的機能を有しているが，林業従事者の減

少による森林の荒廃や生活様式の多様化による湖沼・河川の水質汚濁などにより

その機能の低下が危惧されていた。

○ そのような状況を踏まえ本研究会は，茨城県らしい課税自主権の活用の観点か

ら，平成14年度に霞ヶ浦の水質浄化を目的とした課税の研究を始め，平成16年度

には，森林の保全を目的とした課税について併せて研究を開始し，平成19年11月

に「茨城県の自然環境を保全するための新たな税制に関する報告書」を取りまと

め，茨城県に提出した。

○ 茨城県は，当該報告書，パブリックコメント等により収集した県民の意見及び

他県の状況などを踏まえ，平成19年12月に茨城県森林湖沼環境税条例を制定し，

平成20年４月から課税を開始した。

○ 本税の課税期間は，平成20年度から平成24年度までの５年間と定められており，

本年度が最終年度に当たる。本研究会は森林湖沼環境税の導入以来，毎年，茨城

県から当該税を活用した事業の実績に関する報告を受け，その効果を検証してき

たところである。さらに，これまでの事業効果に対する検証や森林湖沼環境税に

対する県民の意識などをもとに，平成25年度以降の税のあり方について研究を進

め，平成24年６月に中間的に報告書を取りまとめたところである。

○ 茨城県は，その中間報告書を受けてパブリックコメントを実施するとともに，

「県民の意見を聞く会」を県内５地域で開催したほか，市町村や林業，水環境及

び経済関係団体を訪問し，首長又は代表者等との意見交換を行った。

○ この報告書は，これまでの研究結果及び県内の各方面からの意見等を踏まえ，

茨城県における自然環境の保全を目的とした課税自主権の今後の活用方策につい

て，本研究会の意見を取りまとめたものである。
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Ⅱ 税制，税収等の状況

森林湖沼環境税の平成20年度から平成24年度までの５年間の課税方式，税率，税収等

の状況は次のとおりである。

１ 税制

(1) 課税方式

県民税均等割 超過課税方式

(2) 納税義務者

茨城県内に住所等がある個人及び事務所等がある法人

＊ただし，次の者は非課税

〔個人〕 ・ 生活保護法による生活扶助を受けている方

・ 障害者，未成年者，寡婦(夫)で前年中の合計所得金額が

125万円以下の方

・ 前年中の合計所得金額が市町村条例で定める金額以下の方

〔法人〕 ・ 社会福祉法人や学校法人などの一部の公益法人で，収益事

業を行わない法人

(3) 税率

個人 1,000円／年

法人 県民税均等割額の10％／年

（現行の県民税均等割の税率）

区 分 標準税率 森林湖沼環境税 計

個 人 1,000円 1,000円 2,000円

法 人 50億円超 800,000円 80,000円 880,000円

※ 資 本 金 10～50億円 540,000円 54,000円 594,000円

等の額に 1～10億円 130,000円 13,000円 143,000円

応じ５段 1,000万円～1億円 50,000円 5,000円 55,000円

階に区分 1,000万円以下 20,000円 2,000円 22,000円

※税率は年額

２ 税収

平成20年度から平成24年度までの５年間で約80億円を見込んでいる。

年度別には，初年度（平成20年度）は，個人の納付開始が６月のため特別徴収

分が年間10ヶ月分であること，法人は平成20年４月以降に開始する事業年度が対

象となるため４～８月事業開始法人の中間申告分のみの納付であることから，約

13億円。それ以降は16億円超となっている。

（税収の状況）

（単位：百万円）

区 分 個 人 法 人 合 計

平成20年度 1,254 50 1,304

平成21年度 1,386 252 1,638

平成22年度 1,372 273 1,645

平成23年度（見込） 1,376 259 1,635

平成24年度（当初予算） 1,375 273 1,648

計 6,763 1,107 7,870
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３ 税収の使途等

森林湖沼環境税の税収は，森林並びに湖沼及び河川の環境の保全に資する施策

の一層の推進を図るために使用している。

当該税は普通税であるが，実質的には上記の経費に充てる目的で課税する目的

税的性格を有すること及び他の税収と会計処理上明確に区分することが透明性の

確保につながることから，茨城県森林湖沼環境基金により管理をしている。

Ⅲ 森林湖沼環境税を活用した事業の実績及び効果(平成20～23年度実績及び24年度

見込)

森林湖沼環境税を活用した森林並びに湖沼及び河川の環境保全の取組み状況等は，

次のとおりである。

１ 森林の保全・整備

平成18年時点で緊急に間伐が必要と見込まれた荒廃した森林（注１）１万２千

haのうち，約７千haについて間伐が実施されるとともに，間伐作業に必要な作業

道も併せて整備された。

また，県民生活に身近な緑である平地林・里山林約１千haについて保全・整備

が行われた。

このような取組みにより，３万７千炭素トンの炭素吸収量（注２）の増加及び

753億円相当の森林の公益的機能評価額（注３）の上昇が見込まれている。

また，県産材の利用拡大を進めることが森林整備の促進につながることから，

木材需要の多くを占める住宅建築分野における県産材の需要を喚起したほか，公

共施設の木造化・木質化や学校等への木製品の導入を促進し，県民が木の良さに

触れる機会を創出した。

さらに，森林環境教育を推進する観点から，次代を担う子どもたちが自然観察

などに取り組める場の整備や間伐などの森林体験活動の機会を創出するととも

に，ボランティア団体等への活動支援を行い，県民協働による森づくりを推進し

た。

注１）土壌の流失や山崩れの危険性の高い森林。

注２）光合成により木材に取り込まれた二酸化炭素に占める炭素量。間伐対象齢級（11～

45年生）のヘクタールあたりの平均的な炭素吸収量に整備面積を乗じて算出（参

考：「都道府県森林吸収量確保推進計画に係る指針（林野庁）」）。

注３）水を貯える機能を治山ダムの建設・維持費に置き換えるなどして，森林の持つす

べての機能を算出した額。「森林の公益的機能の評価額（年額）」（資料６ページ参

照）からヘクタールあたりの評価額を割り出し，整備面積を乗じて算出（参考：「平

成24年度林務行政の概要（茨城県農林水産部林政課・林業課）」）。
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主な実施事業は，以下のとおりである。

ア 森林環境保全のための適正な森林整備の推進

・緊急間伐の推進（6,844ha）

・平地林・里山林の整備（1,096ha）

・高性能林業機械の活用促進（ﾚﾝﾀﾙ経費支援：延べ281か月分，導入支援：

９台）

・県産材の流通・加工施設の整備（３施設）

イ いばらき木づかい運動の推進

・木造住宅の建築促進（1,223戸）

・公共施設等の木造化・木質化の促進（34施設）

・学校等への木製品の導入促進（161施設）

・県産材ベンチのデザインコンペと最優秀作品100基の設置（43施設）

ウ 県民協働による森林づくりの推進

・ボランティア団体による森づくり活動等の支援（139団体）

・学校内等における子どもの森の整備（60校，9,190人）

・森林・林業体験学習の実施（2,051人）

２ 霞ヶ浦等湖沼・河川の水質浄化

霞ヶ浦（注４）流域を重点に，水質保全計画を策定している涸沼・牛久沼流域

においても水質浄化対策を進めた結果，各流域において高度処理型浄化槽（注５）

の設置基数が大幅に増加したほか，下水道等への接続などの生活排水対策が進ん

だ。

また，霞ヶ浦流域における農業排水の循環かんがい施設の整備などにより，農

地からの排出負荷の削減が進むとともに，全県を対象とした湖上体験学習の実施

などの新たな事業により，水環境意識の醸成などが進んだ。

これらの取組みの結果，平成24年度の年間排出負荷量は，平成19年度と比べ，

ＣＯＤ（注６）で299トン，全窒素（注７）で162トン，全りん（注８）で13トンの

削減が見込まれている。

注４）霞ヶ浦とは，茨城県霞ケ浦水質保全条例（昭和56年12月21日茨城県条例第56号）第

２条第１項で規定する霞ヶ浦，北浦，常陸利根川をいう。

注５）通常型の合併処理浄化槽よりも，窒素・りんをより多く除去できる浄化槽。

注６）化学的酸素要求量。水質汚濁の原因となる水中の有機物の量を示す。値が大きいほ

ど水質が悪い。

注７）窒素化合物の総量。湖沼の富栄養化の程度を示す指標の一つ。

注８）りん化合物の総量。湖沼の富栄養化の程度を示す指標の一つ。
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主な実施事業は，以下のとおりである。

霞ヶ浦 涸沼 牛久沼 その他 合計

ア 生活排水などの汚濁負荷量の削

減（点源対策）

・高度処理型浄化槽の設置補助 3,948基 1,651基 235基 203基 6,037基

・下水道・農業集落排水施設への 4,392件 1,553件 102件 - 6,047件

接続補助

・工場・事業場への立入検査 2,861 - - - 2,861

事業所 事業所

・家畜排せつ物堆肥化施設の整備 54施設 - - - 54施設

補助

イ 農地からの流出水等への新たな対

策（面源対策）

・循環かんがい施設などの整備・ 54箇所 - - - 54箇所

管理

・湖水の直接浄化施設の設置 1箇所 - - - 1箇所

ウ 県民参加による水質保全活動の

推進（県民意識の醸成）

・市民団体に対する活動費補助 82団体 82団体

・霞ヶ浦湖上体験学習の実施 37,820人 37,820人

・ヨシ帯の保全活動支援 6団体 - - - 6団体

また，水質については，上記３湖沼の流入河川・湖内において，以下のとおり一定

の改善効果が見られた。

〔霞ヶ浦〕

流入河川 （単位：mg/L） 湖内 （単位：mg/L）

H19(A) H23(B) 改善効果（B-A） H19(A) H23(B) 改善効果（B-A）

ＣＯＤ 5.8 5.4 △ 0.4 ＣＯＤ 8.8 8.2 △ 0.6

全窒素 3.6 3.3 △ 0.3 全窒素 1.1 1.2 0.1

全りん 0.095 0.084 △ 0.011 全りん 0.110 0.081 △ 0.029

〔涸沼〕

流入河川 （単位：mg/L） 湖内 （単位：mg/L）

H19(A) H23(B) 改善効果（B-A） H19(A) H23(B) 改善効果（B-A）

ＣＯＤ 4.5 4.0 △ 0.5 ＣＯＤ 6.4 5.9 △ 0.5

全窒素 4.9 4.5 △ 0.4 全窒素 1.7 1.8 0.1

全りん 0.131 0.111 △ 0.020 全りん 0.067 0.060 △ 0.007

〔牛久沼〕

流入河川 （単位：mg/L） 湖内 （単位：mg/L）

H19(A) H23(B) 改善効果（B-A） H19(A) H23(B) 改善効果（B-A）

ＣＯＤ 4.4 4.1 △ 0.3 ＣＯＤ 8.0 7.5 △ 0.5

全窒素 2.6 2.5 △ 0.1 全窒素 1.4 1.4 0.0

全りん 0.077 0.062 △ 0.015 全りん 0.072 0.062 △ 0.010

＊ 表中のＣＯＤ等の数値は，環境基準点における年間平均値（月１回測定）を，各湖沼の

湖内・流入河川ごとに平均した値
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Ⅳ 事業実施後の課題

森林湖沼環境税を活用した取組みにより，森林整備の促進や霞ヶ浦等の湖沼の水質改

善など一定の成果があがっているが，なお，森林環境，水環境それぞれ次のような

課題が残っている。

１ 森林環境

スギ・ヒノキなどの人工林については，依然として荒廃した森林が約８千ha残

ると推定され，管理が放棄されササなどが繁茂する平地林や里山林もまだ残され

ている。

また，飛砂などから住宅や農地など生活基盤を守る重要な働きを持つ海岸防災

林は，松くい虫等により荒廃が進行しており，さらに近年は，気候の変化や登山

客の増加などにより，筑波山や標高の低い山岳部のブナ林などの生育環境の悪化

もみられる。

県産材の利用については，建築部材などに利用される真っ直ぐな材は需要が高

いものの，曲がり材などの低質材については一部で利用が始まったに過ぎず，そ

の多くは利用されずに森林内に放置されている。今後は，木質バイオマス（注９）

のエネルギーなどへの利用拡大を図るとともに，木の良さのＰＲを強化すること

が必要となっている。

加えて，ボランティア団体等による森林づくり活動は，少しずつ地域に浸透し

てきたが，いまだ十分な拡がりを見せているとはいえない。引き続き，地域に根

ざした県民協働による森づくり活動への支援強化を図ることが課題となってい

る。

注９） 再生可能な生物由来の有機性資源のうち木材に由来する生物資源のこと

（図－１ 間伐が必要な森林面積と間伐実施面積の推移）

２ 水環境

霞ヶ浦や涸沼・牛久沼では，これまでの取組みによって水質は改善傾向にある

が，流入河川の全窒素･全りん濃度は依然としてまだ高く，湖内の水質が大きく

改善しない要因の一つとなっている。
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全りんについては，その濃度を下げることにより植物プランクトンの発生が抑

制され，ＣＯＤ改善の効果も期待できるとされていることから，全りん濃度の削

減に向けた対策を重点的に行う必要がある。そのため，全りんの汚濁負荷割合の

約半分を占める生活排水について，生活排水ベストプラン（注10）の目標（概ね平

成37年度までに全ての県民が生活排水を適正に処理できる基盤を整備）の達成を目指し，

いまだに多く残る生活排水未処理世帯の解消を図っていく必要がある。

また，全窒素濃度の改善のため，その汚濁負荷割合の高い農地・畜産対策を引

き続き進めていく必要がある。

今後も湖沼等の水質が大きく改善しない状態が続くと，これらが有する公益的

機能が低下し，特に，水道水の水源として使われている霞ヶ浦の汚濁は県民生活

に直接の影響があるため，更なる負荷の削減に向けた水質浄化対策が喫緊の課題

である。

さらに，水質浄化のためには，県民・事業者挙げての取組みが必要であること

から，国や流域市町村等との連携を図りつつ，湖に親しむ機会や浄化効果を直接

体験することのできる機会を提供するなどにより，県民等の水環境意識の醸成を

進めていく必要がある。

加えて，近年のアオコの大発生が，水環境や周辺地域の環境に悪影響を及ぼし

ていることが顕著になったことから，アオコの発生抑制に資する全りんの削減対

策や，アオコの被害を防止するための対策を行っていく必要がある。

注10）下水道，農業集落排水施設，合併処理浄化槽等の生活排水処理施設の整備を一体

的に推進するための県のマスタープラン（初版は平成７年度，第２回改訂版は平

成21年度に策定）

Ⅴ 茨城県の今後の施策の方向

上記Ⅳの課題を解決するため，森林環境及び水環境において，今後，茨城県が推

進することとしている施策は次のとおりである。

１ 森林環境

(1) 施策の方向

茨城県は，平成18年度に提唱した，木を植え，育て，伐採し，木材を有効利

用する「緑の循環システム」を20年後（平成37年度）までに確立することを目

標としており，その実現を図るため，平成23年４月に策定した「茨城県森林・

林業振興計画2011～2015」では，林業・木材産業の活性化及び機能豊かないば

らきの森林づくりを推進することとしている。

森林の持つ豊かな機能を向上させる森林整備を加速するためには，効率的か

つ計画的な森林経営を行う仕組みを構築するとともに，伐採した木材の有効利

用を促進する必要があり，木材需要の大部分を占める住宅分野に加え，公共施

設等での利用拡大を目指すこととしている。

また，曲がり材などの利用が進まない低質な木材は，地球温暖化の防止や再

生可能エネルギー源として今後見込まれる需要拡大の観点から，木質バイオマ

スとしての利用が注目されており，このような情勢変化に対応した新たな施策

に取り組んでいくこととしている。

これらの木材利用に関する取組みにより，県産材の需要量は，今後10年間で

２倍以上にすることを目標に掲げている。
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県民協働の森づくりについては，市町村，森林ボランティアなどの団体に対

する支援を一層進めるとともに，森づくり活動の情報発信にも積極的に取り組

んでいくこととしている。

（2) 今後重点的かつ緊急に取り組む施策（事業）

茨城県では，平成25年度からの５年間で以下の事業（税充当額：計40億円）

を実施することにより，４万３千炭素トンの炭素吸収量（公益的機能評価額に

換算すると約860億円に相当）の増加を見込んでいる。

ア 森林環境保全のための適正な森林整備の推進（税充当額：34億円）

荒廃した人工林及び平地林・里山林の継続的な整備並びに防災機能の高い

海岸林の再生や希少なブナ林などの森林の整備を新たに実施。

イ いばらき木づかい運動の推進（税充当額：４億円）

県民が木にふれる機会を提供するための，住宅や公共施設等における県産

材需要拡大の継続・拡充及び森林資源を総合的かつ有効に利用するための木

質バイオマス利用の推進。

ウ 県民協働による森林づくりの推進（税充当額：２億円）

県民による森林づくり及び次世代を担う青少年に対する森林環境教育の推

進等。

２ 水環境

(1) 施策の方向

茨城県は，霞ヶ浦については，「泳げる霞ヶ浦」を実現するため，概ね平成

32年度にＣＯＤ(全水域平均)で５mg/L台前半の水質をめざすという「長期ビジ

ョン」（平成18年度策定）の達成に向け，平成23年度に策定した霞ヶ浦に係る

湖沼水質保全計画（第６期）（～平成27年度）に基づき，水質浄化のための施

策を展開し，平成27年度までに「ＣＯＤ7.4mg/L」等の水質目標の達成を目指

すこととしている。

また，涸沼・牛久沼についても，平成22年度に策定した第３期涸沼水質保全

計画（～平成26年度）及び平成24年度に策定する第３期牛久沼水質保全計画（～

平成28年度）において水質目標を定め，水質浄化のための対策を進めていくこ

ととしている。

これらの目標を達成するため，全りんの汚濁負荷割合の高い生活排水の対策

や，全窒素の汚濁負荷割合の高い農地や畜産業における対策を重点的に行い，

ＣＯＤの改善につなげていくとともに，国や流域市町村等と連携を図りながら，

水質浄化に向けた県民の意識醸成を図っていくこととしている。

また，陸域における点源・面源対策に加え，アオコの大発生という近年の課

題に直接対応して，既に河川等に排出された汚濁負荷の除去や，アオコの被害

防止を図るため，直接浄化施設による湖水等からのりんの除去や，河川におけ

るアオコの堆積・腐敗の防止対策などを実施することとしている。

（2) 今後重点的かつ緊急に取り組む施策（事業）

茨城県では，以下の事業（税充当額：計40億円）を実施することにより，平

成29年度の年間排出負荷量を，平成24年度と比べ，ＣＯＤで約360トン，全窒

素で約180トン，全りんで約17トン削減し，森林湖沼環境税以外の財源を活用

した事業による効果とも併せ，霞ヶ浦等の更なる水質改善の達成を見込んでい

る。
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ア 生活排水などの汚濁負荷量の削減（点源対策）（税充当額：29億円）

生活排水処理率の向上，工場・事業場や畜産業から排出される汚濁負荷の

削減。

イ 農地からの流出水への対策（面源対策）（税充当額：１億円）

農地からの流出水によって排出される汚濁負荷の削減。

ウ 県民参加による水質保全活動の推進（県民意識の醸成）（税充当額：３億

円）

県民による水質浄化活動の促進や環境学習の推進。

エ 水辺環境の保全（湖水・河川対策）（税充当額：７億円）

りん除去対策の重点的実施，アオコの被害防止のための対策，アオコの大

発生に繋がる水質汚濁メカニズムの解明など，近年の課題に対応するための

調査研究。

Ⅵ 森林湖沼環境税の今後のあり方

○ 平成20年４月に森林湖沼環境税を導入して以来，当該税を活用し，森林や湖沼

・河川の環境の保全に資する事業を実施したことにより，一定の効果がみられる

ものの，依然として多くの課題が残っている（上記Ⅲ及びⅣ）。

茨城県では，今後も森林の適正管理や林業・木材産業の活性化，霞ヶ浦等の水

質浄化対策などに取り組んでいくこととしており，それらの取組みにより更なる

効果が期待できるとしているが（上記Ⅴ），こうした施策をより実効あるものと

するためには，県民の理解と協働した取組みが不可欠である。

○ 茨城県が平成24年３月に県民を対象に実施したアンケート調査（資料２ページ

参照）によると，公益的機能を十分発揮できるような状態で森林や湖沼・河川を

次代に引き継いでいくことの必要性について，「必要だと思う」との回答が95％

以上にのぼっており，自然環境の保全の必要性は高く認識されている。また，さ

らなる取組みを実施するため平成25年度以降も森林湖沼環境税を継続することに

ついては，８割以上が賛成（「賛成である」及び「どちらかといえば賛成である」

の合計）と回答している。

さらに，市町村や県の付属機関である森林や環境行政に関する重要事項を審議

する茨城県森林審議会及び茨城県環境審議会のほか，林業や水環境の関係団体等

からは，公益的機能を発揮させるための取組み及びその財源である森林湖沼環境

税の継続を求める要望書等が茨城県に提出されている。

加えて，茨城県が平成24年７月から８月にかけて実施したパブリックコメント

では，当該税の継続の賛否に関する意見のうち，賛成との意見が93％以上にのぼ

っており，税活用事業を今後も推進する必要があるとの意見も多数寄せられてい

る（資料３ページ参照）。

○ 環境保全を目的とした地方独自の税制は，平成15年度に高知県が「森林環境税」

を全国で初めて導入して以降，現在では茨城県を含む33県で実施している。その

うち平成23年度までに課税期限等を迎えた23県全てが，当該税制を継続している

（資料４ページ参照）。
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１ 今後の税制

(1) 考え方

これまでに取り組んでいない整備対象の存在や新たな課題が生じている現状

において，関係団体等からの要望に応えるための施策を推進していくには，自

然環境に対する県民意識の醸成とともに，財源の確保が重要である。

そのためには，上記アンケート調査結果やパブリックコメントの結果なども

踏まえ，実質的に目的税化した森林湖沼環境税を継続することが有効と考えら

れる。

なお，継続した後の将来的な税のあり方に関しては，この税を活用し，緊急

に実施した施策により目標達成の道筋がつくなど，森林湖沼環境税の役割が果

たされたと県民が判断したときには，この税制を終了すべきである。

(2) 課税方法

森林や湖沼・河川の公益的機能は多岐にわたり，その恩恵はすべての県民が

等しく享受している。県民税均等割は地域社会の費用負担を等しく分任すると

いう性格を有していること及び県民に現在の県民税均等割超過課税方式が定着

していることから，現行の県民税均等割超過課税方式を継続することが適当で

ある。

(3) 税率

茨城県は，現在の森林湖沼環境税を活用した事業の効果をさらに確実なもの

とするために，平成25年度以降も現行と同程度の80億円規模の事業を必要とし

ている（上記Ⅴ１(2)及び２(2)）。

また，平成24年3月に県民や企業等を対象に実施した森林湖沼環境税に関する

アンケート調査の結果では，今後も継続する場合の負担額については，現行と

同じ税率，個人は年額1,000円，法人は均等割額の10％が適当との回答が多かっ

た。

このような状況から，現行の個人は1,000円，法人は均等割額の10％を継続す

ることが適当である。

(4) 課税期間

特定の政策目標を達成するために実施する税制については，一定の期間を経

た段階で施策の効果を検証し，見直すことが必要である。

環境保全を政策目標とする本税は，施策の効果を見極めるため，ある程度長

い期間を要すると考えられ，また，平成24年3月実施のアンケート調査結果では，

課税期間は５年間がよいとの回答が多かったことから，現行と同様に５年間と

することが適当である。

なお，「森林・林業振興計画」や「霞ヶ浦に係る湖沼水質保全計画」など茨城

県の環境保全に関する計画においては，その実施期間を５年間としているもの

が多い。

２ 税収の使途

(1) 基本的な考え方

森林湖沼環境税の税収は，森林並びに湖沼及び河川の環境の保全に資する公

益的機能を高める施策や県民参加（協働）型の次のような施策の推進を図るた

めに使用することが適当である。



- 11 -

・ 緊急的に対応が求められている施策

・ 広く県民全体に効果が及ぶ施策

・ 県民の意識を醸成するための施策

・ 県民が自ら参加することができる施策

・ 茨城県らしい独自性がある施策

・ その他，県民の自然との関わりを深めることにつながる施策

また，森林湖沼環境税は，普通税である県民税への超過課税であるが，特定

の目的のために課税する目的税的性格を有しており，茨城県が行ったパブリッ

クコメント（資料３ページ参照）でも多くの県民から税の使い道やその効果に

強い関心が寄せられている。そのような観点からも，施策の実施にあたっては

適時効果の検証を行い，必要に応じて事業の見直しを行うべきである。さらに，

適用施策については，税導入の際と同様，森林湖沼環境税が既存財源の不足分

の置換えとなることのないようにする必要がある。

なお，森林の整備に当たっては，税を活用して個人所有の森林を整備する場

合が生じるが，その際は，森林の所有者に対し，森林の公益的機能が持続的に

発揮されるよう，一定期間の保全協定の締結を義務付ける措置を，今後も継続

すべきである。

(2) 施策（事業）例

上記の考え方に基づき，茨城県として今後重点的かつ緊急に取り組む施策を踏ま

えると，次のような施策が森林湖沼環境税の充当施策として考えられる。

〔森林環境保全〕

方 向 性 施 策 例

①森林環境保全のための適正な森林整備の推進

森林環境保全（公益的 ○ 荒廃した人工林に対する緊急的な間伐や間伐

機能の持続的発揮）の 材の搬出などに必要な路網整備について効率的

ための適正な森林整備 かつ計画的に推進

の推進 ○ 平地林や里山林などの身近な緑や貴重な森林

の整備強化

○ 飛砂や病害虫被害等により荒廃し防災機能が

低下した海岸防災林の再生

○ 高性能林業機械の活用促進

②いばらき木づかい運動の推進

木材需要を拡大するた ○ 公共性の高い施設等における県産材利用の拡

めの県民が木にふれる 大

機会の提供 ○ 木造住宅の県産材利用の拡大

○ 木質バイオマスの利用促進

③県民協働による森林づくりの推進

県民の理解と参画によ ○ 森林・林業に関する普及啓発，広報の実施

る機能豊かな森林づく ○ 市町村やボランティア団体による森づくり活

りの推進 動等の支援

○ 森林環境教育の推進
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〔水環境保全〕

方 向 性 施 策 例

①生活排水などの汚濁負荷量の削減（点源対策）

生活排水対策 ○ 高度処理型浄化槽の設置促進

○ 下水道・農業集落排水施設への接続促進

○ 農業集落排水施設からの更なるりん除去

工場・事業場対策 ○ 工場・事業場からの排水基準の遵守徹底

畜産対策 ○ 良質堆肥の広域流通，農外利用促進

②農地からの流出水への対策（面源対策）

農地対策 ○ 水田等からの汚濁物質の流出防止対策

○ レンコン等の効率的施肥技術の開発

③県民参加による水質保全活動の推進（県民意識の醸成）

県民意識の醸成 ○ 市民団体等の活動促進・支援

○ 霞ヶ浦湖上体験スクールの実施

④水辺環境の保全（湖水・河川対策）

湖水・河川対策 ○ 湖水等の直接浄化施設によるりん削減・実

証試験

○ アオコの発生抑制，除去(アオコの被害防止)

○ アオコの大発生に繋がる水質汚濁メカニズ

ムの解明など，近年の課題に対応するための

調査研究

(3) 税収の配分・管理

森林湖沼環境税は，森林の保全・整備と湖沼・河川の水質浄化の２つを目的

とするものであるが，税収の配分については，施策の緊急性等を踏まえ，柔軟

に対応していくことが妥当である。

また，税収の管理については，透明性確保の観点から現在と同様，森林湖沼

環境基金により管理していくことが適当である。

Ⅶ おわりに

（行財政改革の推進と目標の早期実現）

○ 森林湖沼環境税を継続するにあたっては，まずは，徹底した行財政改革を行う

必要がある。その上で，緊急性や重要性に着目した施策の選定はもとより，費用

対効果に優れた施策を実施するとともに，適時，効果を客観的に検証し，目標の

早期実現に努められたい。

（県民の理解の重要性）

○ 森林湖沼環境税を継続するにあたっては，県民に対して，税を活用した事業は

客観的な検証を行いながら実施することや，森林及び水環境が直面する課題，今

後の施策の方向性などについて，あらゆる機会を通じて懇切丁寧な説明を行い，

税の必要性についての理解が得られるよう，引き続き努められたい。
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■ 森林湖沼環境税活用事業の年度別実績

H20 H21 H22 H23 H24見込 ５年間の実績見込

実績額（千円） 669,144 1,312,571 1,617,747 1,447,243 1,097,944 6,144,649

（税充当額）（千円） (524,919) (586,108) (683,707) (742,703) (905,654) (3,443,091)

1,242 1,326 1,156 1,413 1,707 6,844ha

◆間伐作業道等の林内路網整備 42,281 48,352 38,025 88,875 68,900 286,433m

118 201 195 262 320 1,096ha

○高性能林業機械のレンタル補助 27 35 51 88 80 延281か月分

〃 導入補助 3 6 9台

○県産材流通・加工拠点の整備補助 2 1 3施設

実績額（千円） 112,192 88,305 85,112 128,584 217,399 631,592

（税充当額）（千円） (98,692) (74,805) (71,612) (93,584) (178,169) (516,862)

○木造住宅の建築補助 150 150 150 323 450 1,223戸

○公共施設の木造化・木質化補助 5 8 8 8 5 34施設

○学校等への木製品の導入補助 16 21 32 41 51 161施設

○県産材ベンチのデザインコンペ 100 100基（43施設）

実績額（千円） 54,309 35,140 15,685 15,719 19,178 140,031

（税充当額）（千円） (54,309) (35,140) (15,685) (15,719) (19,178) (140,031)

○ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ団体による森づくり活動等補助 49 30 20 20 20 139団体

○学校内等における子どもの森の整備補助 12 12 12 12 12 60校（9,190人）

○森林・林業体験学習の実施 411 443 382 415 400 2,051人

実 績 額 計（千円） 835,645 1,436,016 1,718,544 1,591,546 1,334,521 6,916,272

（税充当見込額） 計（千円） (677,920) (696,053) (771,004) (852,006) (1,103,001) (4,099,984)

森林の保全・整備に係る実績

主
な
事
業

主
な
事
業

主
な
事
業

３ 県民協働による森林づくりの推進

２ いばらき木づかい運動の推進

１ 森林環境保全のための適正な森林整備の推進

○荒廃森林解消のための緊急間伐補助 (炭素吸収量３５千炭素トン）

○平地林・里山林の整備補助 （炭素吸収量２千炭素トン）

Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24見込 ５年間の実績見込

実 績 額（千円） 391,948 490,528 531,334 597,766 713,263 2,724,839

(税充当額)（千円） (383,354) (445,110) (483,324) (532,525) (631,316) (2,475,629)

実 績 額（千円） 59,544 38,641 118,879 197,643 575,290 989,997

(税充当額)（千円） (59,544) (38,641) (118,879) (197,626) (575,271) (989,961)

実 績 額（千円） 38,041 41,476 48,674 53,685 62,976 244,852

(税充当額)（千円） (38,041) (38,084) (44,706) (50,520) (58,774) (230,125)

489,533 570,645 698,887 849,094 1,351,529 3,959,688

(480,939) (521,835) (646,909) (780,671) (1,265,361) (3,695,715)

実 績 額 計 （千円）

税充当見込額 計（千円）

主
な
事
業

市民団体に対する活動費補助

霞ヶ浦湖上体験学習の実施等

ヨシ帯の保全活動支援

１ 生活排水などの汚濁負荷量の削減（点源対策）

２ 農地からの流出水等への新たな対策（面源対策）

下水道・農業集落排水施設への接続補助

工場・事業場の立入検査等

家畜排せつ物たい肥化施設の整備補助

481事業所

12箇所

主
な
事
業

３ 県民参加による水質保全活動の推進（県民意識の醸成）

農業排水循環かんがい施設などの整備・管理

湖水の直接浄化施設の設置

9箇所

５団体

20団体

主
な
事
業

39箇所

1,336基

876件

５団体 ６団体

8,264人

20団体

8,600人7,431人

21団体 21団体

807件

8箇所 15箇所

35箇所

1箇所

1,286基

2,370件

５団体

7,333人

1,145基 1,244基

706事業所 581事業所 543事業所

1,181件813件

8箇所 11箇所

6団体

6,037基

6,047件

2,861事業所

54箇所

54箇所

1箇所

1,026基

湖沼・河川の水質保全に係る実績

82団体

37,820人

高度処理型浄化槽設置補助

14箇所 32箇所

550事業所

6,192人
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■ 森林湖沼環境税に関するアンケート調査結果の概要

実施日：平成24年3月12日から同月26日まで

対象者：個人：1,000名，法人：1,000社

回収率：個人：77.0％ ，法人：44.9％

問１「特に重要だと考える森林や湖沼・河川の公益的機能」

・森林 「雨水を蓄え水源を維持したり，水をきれいにする」（個人・法人とも最多）

・湖沼・河川

「豊かな水産資源を育み，生態系を形成する」（個人で最多）

「水道水や農業用水、工業用水などの水資源を安定的に確保する」（法人で最多）

問２「森林や湖沼・河川の保全の必要性」

・「次代に引き継いでいくことが必要だと思う」（個人:95.6％，法人:98.7％）

問３「森林湖沼環境税の認知度」

・「名称，納税額，税を活用した取組みのいずれかを知っている」

（個人：56.0％，法人：64.2％）

問４「森林湖沼環境税の継続」

・「賛成」及び「どちらかといえば賛成」（個人：81.0％，法人：85.0％）

問５「森林の保全のために必要な取組み」

・「荒廃した森林の整備による，地球温暖化や災害の防止，水源の保全」

（個人・法人とも最多）

問６「湖沼・河川の水質保全のために必要な取組み」

・「高度処理型浄化槽の整備や，下水道・農業集落排水施設への接続などによる，生

活排水の適正処理」（個人・法人とも最多）

問７「森林湖沼環境税の負担額」

・「現行の年額（個人1,000円）・税率（法人10％）を維持する」

（個人：64.0％，法人：63.3％）

問８「森林湖沼環境税の課税期間」

・「これまでと同様（５年間）がよい」（個人：57.3％，法人：60.1％）
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■ 森林湖沼環境税の今後のあり方に関するパブリックコメントの実施結果の概要

１ 実施期間

７月１９日から８月１７日までの３０日間

２ 結果の概要

（１）意見提出者：１１０人・社（個人８０（72.7％），法人等３０（27.3％））

＜内 訳＞

① 男女別内訳（個人）：男58人，女18人，未記入4人

② 地域別内訳

【単位：人・社（％）】

地 域 県 北 県 央 鹿 行 県 南 県 西 未記入 計

８０個 人 ２０(25.0) ４０(50.0) ２( 2.5) １１(13.8) ６( 7.5) １( 1.2) (100.0)

３０法人等 １３(43.3) ８(26.7) ２( 6.7) ４(13.3) ３(10.0) ０( 0.0) (100.0)

１１０合 計 ３３(30.0) ４８(43.7) ４( 3.6) １５(13.6) ９( 8.2) １( 0.9) (100.0)

③ 法人等の業種

林業関係団体等２０，森林ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ・NPO団体３，水環境ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ・NPO団体７

（２）提出意見：２３５件 ※ 延べ件数のため，提出者数と一致しない。

区 分 件 数（ ％ ）

１ 税の継続について ６５件（ ２７．７）

（１）賛 成 ６１件（９３．８）

（２）反 対 ４件（ ６．２）

２ 税の活用事業に関する要望等について １２９件（ ５４．９）

（１）森 林 関 係：間伐推進，県産材利用の促進等 ９９件（７６．７）

（２）湖沼・河川関係：高度処理型浄化槽設置促進， ３０件（２３．３）

アオコ対策等

３ 税制について（税率，課税期間等） １７件（ ７．２）

４ 広報の充実等について（使途・効果の広報） １６件（ ６．８）

５ その他 ８件（ ３．４）

計 ２３５件（１００．０）
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■ 他県における環境保全を目的とした税制の更新状況

税 率 導 入 県

個人 法人

300円 － １県 神奈川（別に所得割にも0.025％課税）

400円 ５％ １県 静岡

500円 500円 １県 高知

５％ 19県 岡山，島根，山口，熊本*，鹿児島，奈良，大

分，宮崎，和歌山，富山，石川，広島，長崎，

鳥取，福岡*，佐賀，長野，愛知，山梨

700円 ７％ ２県 愛媛，栃木

800円 ８％ １県 秋田*

10％ １県 兵庫

11％ １県 滋賀*

1,000円 10％ ５県 福島，岩手，山形*，茨城，岐阜

1,200円 10％ １県 宮城

33県

＊は，条例上課税期間を設定せず５年後を目途に見直し

◎ 茨城県を含め33県で導入済

◎ 更新状況

・継続の有無

更新または見直し時期を迎えた23県（太字）すべて継続

・税率変更の有無

継続した23県のうち，20県が据置き。３県が次のとおり変更

鳥取 個人：300円 → 500円，法人：３％ → ５％

愛媛 個人：500円 → 700円，法人：５％ → ７％

富山 個人：据置き，法人：５％→（資本金等50億円以下）据置き

（資本金等50億円超）7.5％・10％

・課税期間変更の有無

継続した23県のうち，22県が５年間のまま据置き。１県が次のとおり変更

鳥取 ３年 → ５年
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■ 森林湖沼環境税活用事業執行フロー

施策・事業の立案 事業の

実施
事業実績の報告と評価

事業担当課による実績の取りまと
め

・茨城県森林審議会及
び県環境審議会の
審議
・パブリックコメント

・県議会本会議
及び関係常
任委員会で
の審査等

・県議会（関係常任
委員会）での審査
等
・茨城県森林審議会
による審議
・茨城県環境審議会
による審議

事業実績

及び評価
の公表

・県ホームページ
への掲載
・県広報紙「ひば
り」への掲載
・市町村広報紙へ
の掲載等

予算化

◎会長，○副会長
◆県総合計画審議会の構成員
◎茨城産業会議議長，○筑波大学大学院教授，茨城県市長会会長，茨城県青年ネットワーク協議会会長，茨城県女性団体連盟会長，茨城県消費
者団体連絡会会長，茨城県医師会会長，一級建築士，ＮＰＯ日本スポーツ振興協議会事務局長など
◆県森林審議会の構成員
◎茨城県木材協同組合連合会代表理事，茨城県森林組合連合会代表理事，林業・指導林家，茨城県建築士会会長，主婦・明日の茨城を考える女
性フォーラム委員，筑波大学名誉教授，主婦・元茨城大学講師など
◆県環境審議会の構成員
◎茨城県商工会議所連合会会長，○東北大学大学院客員教授，茨城大学農学部教授，㈱茨城新聞社代表取締役，弁護士，（独）国立環境研究所資
源循環・廃棄物研究センター長，認定ＮＰＯ法人宍塚の自然と歴史の会理事長など

・県総合計
画審議会
による審
議

県政策審議室・
県財政課等との
協議

・県政策評価
制度による
評価

事 業 の 流 れ

行政需要の

把握

県民，市町村，
関係団体，県
議会等

県民への公表

事業担当課による

事業計画の策定(森

林・林業振興計画，

水質保全計画など)

森林湖沼環境

税活用事業の

計画

自主税財源
充実研究会
での審議

事業担当課で

の実績評価

第三者機関によ

るチェック体制
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■ 自然環境の特徴（公益的機能）

森林の公益的機能と評価額（年額） 平成12年評価額

機 能 の 種 類 茨城県 全 国

降水の貯留 627億円 8兆 7,400億円

水源かん養機能 洪水の防止 401億円 5兆 5,700億円

水質の浄化 920億円 12兆 8,100億円

計 1,948億円 27兆 1,200億円

土砂流出防止機能 2,409億円 28兆 2,600億円

土砂崩壊防止機能 655億円 8兆 4,400億円

保健休養機能 293億円 2兆 2,500億円

野生鳥獣保護機能 295億円 3兆 7,800億円

地球温暖化防止 二酸化炭素吸収 96億円 1兆 2,400億円

機能 酸素供給 330億円 3兆 9,000億円

計 426億円 5兆 1,400億円

潮風害防止機能 320億円 －

合 計 6,346億円 74兆 9,900億円

注）森林の公益的機能の評価額に係る林野庁計画課試算（H12）に基づき，

本県の因子を当てはめて試算したものである。

湖沼・河川等の公益的機能

種 類 主 な 内 容

水源（利水）機能 水道水や農業用水など水資源の安定的な確保

水産資源育成機能 豊かな水産資源を育み，固有の水態系を形成

保健休養（親水）機能 良好な景観の形成，野外レクリエーションの場

地球温暖化防止機能 二酸化炭素の吸収，酸素の供給
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■ 森林環境の現状

項 目 茨城県 全 国

総面積 6,096 km2 377,950 km2

森林面積 188 千ha 25,097 千ha

（林野率） （30.8 %） （67.3 %）

国有林面積 45 千ha 7,686 千ha

民有林面積 143 千ha 17,411 千ha

（民有林率） （76.1 %） （69.4 %）

民有人工林面積 77 千ha 7,983 千ha

（民有人口林率） （54.1 %） （45.9 %）

出典：茨城県森林・林業の動き（H23，茨城県農林水産部）

備考：茨城県の全データと全国の総面積は平成22年4月現在，それ以外の項目は

平成19年4月現在

茨城県の形態別森林体系図

民 有 林
（143千ha）

国 有 林
（45千ha）

人 工 林
（77千ha）

森 林
（188千ha）

保安林等
（8千ha）

普 通 林
（62千ha）

普 通 林
（58千ha）

天 然 林
（66千ha）

保安林等
（15千ha）
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■ 霞ヶ浦・涸沼・牛久沼の状況

霞ヶ浦 涸沼 牛久沼 （参考）琵琶湖

湖面積(km2) 220 9.35 6.52 670.25

平均水深(m) 4 2.1 1 41

湖容量(m3) 8.5億 2千万 650万 275億

流域面積(km2) 2,157 439 148 3,174

流域人口(H22：千人) 975 164 111 1,372

流域市町村 茨城県（22市町） 6市町 4市 19市町

千葉県（1市）

栃木県（1町）

平均滞留日数 約200日 約50日 約17日 5.5年

環境基準類型及び基準値＊ 湖沼ＡⅢ 湖沼ＢⅣ 湖沼ＢⅣ 湖沼ＡＡⅡ

ＣＯＤ 3.0 5.0 5.0 1

全窒素 0.4 0.6 0.6 0.2

全りん 0.03 0.05 0.05 0.01

水質の現状 8.2 5.9 7.5 北湖2.6

(H23ＣＯＤ：mg/L) 南湖3.4

(H22)

生活排水処理率(H23：％) 69.6 70.3 87.2 92.1

(H22)

＊ 環境基準類型及び基準値について

人の健康を保護し，また生活環境を保全する上で維持されることが望ましい基準が「環

境基準」であり，環境基本法に基づき定められている。

湖沼については，その利水目的や水質の汚濁状況によりいずれかの類型が指定されて

おり，類型ごとに基準値が定められている。



- （資料編）9 -

■ 流入河川と湖内の水質の推移

〔霞ヶ浦〕

流入河川 （単位mg/L）

H19(A) H20 H21 H22 H23(B) 改善効果（B-A）

ＣＯＤ 5.8 5.3 5.3 5.1 5.4 △ 0.4

全窒素 3.6 3.5 3.4 3.5 3.3 △ 0.3

全りん 0.095 0.084 0.088 0.095 0.084 △ 0.011

湖内 （単位：mg/L）

H19(A) H20 H21 H22 H23(B) 改善効果（B-A）

ＣＯＤ 8.8 8.7 9.5 8.7 8.2 △ 0.6

全窒素 1.1 1.3 1.1 1.3 1.2 0.1

全りん 0.110 0.120 0.100 0.100 0.081 △ 0.029

〔涸沼〕

流入河川 （単位：mg/L）

H19(A) H20 H21 H22 H23(B) 改善効果（B-A）

ＣＯＤ 4.5 4.5 4.3 4.0 4.0 △ 0.5

全窒素 4.9 4.6 4.7 4.7 4.5 △ 0.4

全りん 0.131 0.126 0.133 0.124 0.111 △ 0.020

湖内 （単位mg/L）

H19(A) H20 H21 H22 H23(B) 改善効果（B-A）

ＣＯＤ 6.4 7.0 6.2 5.9 5.9 △ 0.5

全窒素 1.7 1.7 1.9 2.0 1.8 0.1

全りん 0.067 0.069 0.080 0.090 0.060 △ 0.007

〔牛久沼〕

流入河川 （単位：mg/L）

H19(A) H20 H21 H22 H23(B) 改善効果（B-A）

ＣＯＤ 4.4 3.4 4.2 4.1 4.1 △ 0.3

全窒素 2.6 2.8 2.5 2.5 2.5 △ 0.1

全りん 0.077 0.052 0.061 0.059 0.062 △ 0.015

湖内 （単位mg/L）

H19(A) H20 H21 H22 H23(B) 改善効果（B-A）

ＣＯＤ 8.0 7.6 8.0 7.6 7.5 △ 0.5

全窒素 1.4 1.5 1.5 1.5 1.4 0.0

全りん 0.072 0.067 0.078 0.070 0.062 △ 0.010

＊ 表中のＣＯＤ等の数値は，環境基準点における年間平均値（月１回測定）を，

各湖沼の湖内・流入河川ごとに平均した値
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■ 霞ヶ浦流域図


